
（様式第２号）

理由書必要

報告対象職種数（上記職種以外の職種も１件とみなす） 3

開設者（法人の名称等）： 医療法人○○会 ❶：賃金改善の総額（自動計算） 3,072,000円

集約施設数（同一都道府県内に限る）（対象施設報告シートから自動転記） 6 賃金改善に係る診療報酬及び他の補助金等を受けた場合その額（直接入力） 70,000円

○ ❷：補助対象経費（自動計算）（千円未満切り捨て） 3,002,000円

❷≧❸の判定（×は返還あり） ○ ❸：賃上げ支援事業の既受領額（対象施設報告シートから自動転記） 900,000円

交付確定額 900,000円 ❸－❷：返還額（千円未満切り捨て） 0円

令和７年12月分から令和８年５月分までの
６ヶ月における賃金改善

R7.12 R8.1 R8.2 R8.3 R8.4 R8.5 R8.6

算定対象月 〇 〇

支払月 〇 〇

算定対象月 〇 〇

支払月 〇 〇

算定対象月 〇 〇

支払月 〇 〇

算定対象月 〇 〇 〇 〇

支払月 〇

令和７年度に2.0％を上回るベースアップをすでに実施していた場合で、令和７年12月から令和８年５月までの間の当
該2.0％を上回る部分の補てんに本給付金を充てた場合は、別紙にて算定した金額を右の欄に記載してください

1,872,000円

合計金額 3,072,000円

780,000円

60,000円

（給付金を充て、算出可能な場合のみ記載）
　基本給や毎月決まって支払われる手当の引き上げに伴
う賞与、時間外手当、法定福利費（事業主負担分のみ）等
の増加分に用いた金額（算出が難しい場合は上記に含め
てください。）

15人 2,000円 2ヶ月

　一時金または特別手当 15人

③月数
該当月に〇を記載

令和８年６月１日以降の
賃金改善水準（比較対
象は給付金による賃金
改善前の水準）

10,000円

60,000円

（国実施要綱３（３）ウに該当する施設または施設を有する法人のみ記載）令和８年６月１
日時点で令和８年度診療報酬改定による見直し後のベースアップ評価料の届出の有無

　基本給の引き上げ 15人 10,000円 2ヶ月

賃金改善（法人全体）の内容
①対象人数
（常勤換算数）

②月額または
月額換算額

　毎月決まって支払われる手当の引き上げ（ベースアップ
評価手当の増額など）

15人 2,000円 2ヶ月 2,000円

❷

❸
❸ー❷

問い合わせ先
山形県医療機関等賃上げ・物価高騰対策支援事務局
0570-200-044（平日９時00分～17時00分）
※法人単位の報告で紙で提出を希望される場合は上記連絡先にご連
絡ください。

3,002,000円

900,000円
0円

無
不要

給付金の対象となった賃金改善の総額入力欄　（職員・職種・役職によって異なる場合は、総額を変えずに、かつ対象職員全員が同じ金額だけ改善された場合に計算しなおして入力してください）

補助対象経費(A)

賃上げ支援事業の既受領額(B)

(B)-(A)

返還の有無

理由書提出の要否

13,000円 4ヶ月

300,000円

賃金改善の総額
(R7.12～R8.5)

⑴【法人単位の報告の場合：法人名を記載】

【施設単位の報告の場合：開設者及び施設の名称（※施設単位の場合は下記の「集約施設数」(⑴-

1)欄が「診療所の名称」欄になります。）を記載

⑴-1【法人単位の報告の場合のみ記載】別紙２をご記載ください。自動転記さ

れます。（施設単位の報告の場合は「診療所の名称」欄になります。）

⒃❸既受領額から右の「返還額」を除いた額が表示されます【自動入力】。

⒂右側の❷と❸を比べ、❷が❸以上であれば「○」、❸未満であれば「×」が表示されます【自動入力】。

⑽令和７年12月～令和８年５月までの賃金改善の総額【自動入力】

（ベースアップ評価料や本補助金以外の補助金を活用した部分を含む、

総額）※定期昇給等の恒常的な賃金上昇分は含みません。

⑾❶に記載された「賃金改善の総額」にベースアップ評価料を

活用した金額や本給付金以外の賃上げ補助金を活用した金額が

含まれている場合はその金額を記載してください。

⑿❶ー⑾【自動入力】

⒀各医療機関における既受領額（交付決定額）を

入力します。【法人の場合は自動入力】

⒁❸ー❷の計算結果が1,000円未満

（マイナス含む）になる場合は「０

円」が表示されます。

⑵全医療機関〇となることが今回の支給の条件です。

【国実施要綱３（３）イorウに該当する施設または施

設を有する法人のみ記載】

※（１）から順番に入力していくことで様式が完成します。この記載例は紙への手書きで提出される医療機関様にもご理解いただけるよう、電子データで

は自動計算となる箇所についても記載方法を記しております。電子データを印刷して提出される医療機関様は、一部作業が不要となりますのでご了承

ください。

※法人単位での報告、１施設単位の報告で様式が異なりますのでご留意ください。

⒄電子データでは理由書が必要となる場合は自動的に〇がつきますのでご確認ください。（※紙

で提出される予定の医療機関様は同封している「理由書（別添）」裏面の提出対象医療機関の欄

をご確認ください。

⑶例．看護職員等と事務職員と上

記職種以外の職員の場合は３件と記

載します。

こちらの欄はすべて自動で転記されます。

次ページ以降の⑸～⑼をご記載ください。

⑷令和７年度に2.0％を上回るベースアップをすでに実施していた場合で、令和７年

12月から令和８年５月までの間の当該2.0％を上回る部分の補てんに本給付金を充て

た場合は、別紙１にて算定した金額が右の欄に転記されます【自動入力】（※該当な

い場合は次ページ（５）へ進む。）

→別紙１の⑴～⑼を記載後、このページ（様式第２号）の⑽以降をご記載ください。

下記３つの条件をすべて満たしている場合に法人単位の報告が可能となります。

①法人共通の賃金表を運用している等、給与体系を共通としており、法人が運営する複数の施設でまとめて賃金改善に必要な額を計算し、各施設

の賃金改善額を算出して、これに本事業の支給額を充てた場合（令和７年度 医療機関等における賃上げ・物価上昇に対する支援事業に関する

Q&A（第１版）令和８年２月27日より）。

②各法人が運営しているすべての施設が同種の施設の場合（例：無床診療所のみ等）。

③法人が運営するすべての報告対象施設について、交付申請時に同一の代表者名および担当者名で申請を行っていた場合。

賃金改善報告書作成例



R7.12 R8.1 R8.2 R8.3 R8.4 R8.5 R8.6

算定対象月 〇 〇

支払月 〇 〇

算定対象月 〇 〇

支払月 〇 〇

算定対象月 〇 〇

支払月 〇 〇

算定対象月 〇 〇 〇 〇

支払月 〇

合計金額 800,000円

R7.12 R8.1 R8.2 R8.3 R8.4 R8.5 R8.6

算定対象月

支払月

算定対象月

支払月

算定対象月

支払月

算定対象月

支払月

合計金額 0円

R7.12 R8.1 R8.2 R8.3 R8.4 R8.5 R8.6

算定対象月 〇 〇

支払月 〇 〇

算定対象月 〇 〇

支払月 〇 〇

算定対象月 〇 〇

支払月 〇 〇

算定対象月 〇 〇 〇 〇

支払月 〇

合計金額 240,000円

以下、給付金を活用した、個別職種の賃金改善の内容について記載してください。
政策上の必要性から把握するものであり、補助金の交付額には影響しません。

①対象人数
（常勤換算数）

②月額または
月額換算額 該当月に〇を記載

令和８年６月１日以降の
賃金改善水準（直接入
力）（比較対象は給付金
による賃金改善前の水

準）

賃金改善の総額
(R7.12～R8.5)

10人 10,000円 2ヶ月 10,000円

③月数

　基本給の引き上げ

　毎月決まって支払われる手当の引き上げ（ベースアップ
評価手当の増額など）

（給付金を充て、算出可能な場合のみ記載）
　基本給や毎月決まって支払われる手当の引き上げに伴
う賞与、時間外手当、法定福利費（事業主負担分のみ）等
の増加分に用いた金額（算出が難しい場合は上記に含め
てください。）

　一時金または特別手当

看護職員等（保健師、助産師、看護師及び准看護師）の
賃金改善の内容

40,000円

10人 13,000円 4ヶ月 520,000円

10人 2,000円 2ヶ月

200,000円

10人 2,000円 2ヶ月 2,000円 40,000円

令和８年６月１日以降の
賃金改善水準（直接入
力）（比較対象は給付金
による賃金改善前の水

準）

賃金改善の総額
(R7.12～R8.5)

　基本給の引き上げ #DIV/0! 0ヶ月

40歳未満の勤務医師、勤務歯科医師の賃金改善の内容
①対象人数
（常勤換算数）

②月額または
月額換算額

③月数
該当月に〇を記載

　一時金または特別手当 #DIV/0! 0ヶ月

（給付金を充て、算出可能な場合のみ記載）
　基本給や毎月決まって支払われる手当の引き上げに伴
う賞与、時間外手当、法定福利費（事業主負担分のみ）等
の増加分に用いた金額（算出が難しい場合は上記に含め
てください。）

#DIV/0! 0ヶ月

　毎月決まって支払われる手当の引き上げ（ベースアップ
評価手当の増額など）

#DIV/0! 0ヶ月

156,000円

（給付金を充て、算出可能な場合のみ記載）
　基本給や毎月決まって支払われる手当の引き上げに伴
う賞与、時間外手当、法定福利費（事業主負担分のみ）等
の増加分に用いた金額（算出が難しい場合は上記に含め
てください。）

3人 2,000円 2ヶ月

60,000円

　毎月決まって支払われる手当の引き上げ（ベースアップ
評価手当の増額など）

3人 2,000円 2ヶ月 2,000円 12,000円

　基本給の引き上げ 3人 10,000円 2ヶ月 10,000円

令和８年６月１日以降の
賃金改善水準（直接入
力）（比較対象は給付金
による賃金改善前の水

準）

賃金改善の総額
(R7.12～R8.5)

事務職員の賃金改善の内容
①対象人数
（常勤換算数）

②月額または
月額換算額

③月数
該当月に〇を記載

12,000円

　一時金または特別手当 3人 13,000円 4ヶ月

⑸各項目における賃金

改善総額を入力します。

（ベースアップ評価料

を活用した賃金改善額

も含む）

⑼この列に入力する「賃金改善水準」は、

基本的に②の金額以上となる必要がありま

すが、受診患者数等の影響（業績低下）に

よって水準を維持できない場合のみ水準を

下回る金額の記載が可能となります。

⑻この列に入力する「月額または月額換算額」は、今回の補助金を活用して行った１月あたりの賃金改善の金額です。

基本給、手当、一時金のそれぞれで、「賃金改善の総額」÷「①対象人数」÷「③月数」により算定します。

計算にあたっては、小数点第一位で切り上げとします。

例）賃金改善の総額（10万円）÷対象人数（６人）÷月数（２月）＝8,333.333...円≒「8,334円」

⑹対象となる職員の中で各項目で最も長く賃金改

善した職員の月に〇を記載します。（手書きの場

合は「③月数」も記載します。）

（例．２ヶ月賃上げした職員と中途採用等の理由

により、１ヶ月分のみ賃上げしている職員がいる

場合、２ヶ月分の算定対象月および支払月に〇）

⑺「各月の期間中における対象職

員数の延べ人数」÷「③月数」で算

定します。

例：（４月の対象職員100名＋５月

の対象職員100名）÷２ヶ月

以降同様に報告対象職種ごとの内訳⑸～⑼を

記載



R7.12 R8.1 R8.2 R8.3 R8.4 R8.5 R8.6

算定対象月

支払月

算定対象月

支払月

算定対象月

支払月

算定対象月

支払月

合計金額 0円

R7.12 R8.1 R8.2 R8.3 R8.4 R8.5 R8.6

算定対象月

支払月

算定対象月

支払月

算定対象月

支払月

算定対象月

支払月

合計金額 0円

R7.12 R8.1 R8.2 R8.3 R8.4 R8.5 R8.6

算定対象月 〇 〇

支払月 〇 〇

算定対象月 〇 〇

支払月 〇 〇

算定対象月 〇 〇

支払月 〇 〇

算定対象月 〇 〇 〇 〇

支払月 〇

合計金額 160,000円

看護補助者の賃金改善の内容
①対象人数
（常勤換算数）

②月額または
月額換算額

③月数
該当月に〇を記載

令和８年６月１日以降の
賃金改善水準（直接入
力）（比較対象は給付金
による賃金改善前の水

準）

賃金改善の総額
(R7.12～R8.5)

　毎月決まって支払われる手当の引き上げ（ベースアップ
評価手当の増額など）

#DIV/0! 0ヶ月

　基本給の引き上げ #DIV/0! 0ヶ月

　一時金または特別手当 #DIV/0! 0ヶ月

（給付金を充て、算出可能な場合のみ記載）
　基本給や毎月決まって支払われる手当の引き上げに伴
う賞与、時間外手当、法定福利費（事業主負担分のみ）等
の増加分に用いた金額（算出が難しい場合は上記に含め
てください。）

#DIV/0! 0ヶ月

令和８年６月１日以降の
賃金改善水準（直接入
力）（比較対象は給付金
による賃金改善前の水

準）

賃金改善の総額
(R7.12～R8.5)

　基本給の引き上げ #DIV/0! 0ヶ月

薬剤師の賃金改善の内容
①対象人数
（常勤換算数）

②月額または
月額換算額

③月数
該当月に〇を記載

（給付金を充て、算出可能な場合のみ記載）
　基本給や毎月決まって支払われる手当の引き上げに伴
う賞与、時間外手当、法定福利費（事業主負担分のみ）等
の増加分に用いた金額（算出が難しい場合は上記に含め
てください。）

#DIV/0! 0ヶ月

　毎月決まって支払われる手当の引き上げ（ベースアップ
評価手当の増額など）

#DIV/0! 0ヶ月

（上記職種以外の職員）
その他職員の賃金改善の内容
※上記職種以外の職種の賃金改善状況（給付金を活用し
たもの）を記載してください。
※なお、上記職種ごとの報告が困難な場合も当欄にまと
めて記載してください。

①対象人数
（常勤換算数）

②月額または
月額換算額

③月数
該当月に〇を記載

令和８年６月１日以降の
賃金改善水準（直接入
力）（比較対象は給付金
による賃金改善前の水

準）

賃金改善の総額
(R7.12～R8.5)

　一時金または特別手当 #DIV/0! 0ヶ月

40,000円

　毎月決まって支払われる手当の引き上げ（ベースアップ
評価手当の増額など）

2人 2,000円 2ヶ月 2,000円 8,000円

　基本給の引き上げ 2人 10,000円 2ヶ月 10,000円

8,000円

　一時金または特別手当 2人 13,000円 4ヶ月 104,000円

（給付金を充て、算出可能な場合のみ記載）
　基本給や毎月決まって支払われる手当の引き上げに伴
う賞与、時間外手当、法定福利費（事業主負担分のみ）等
の増加分に用いた金額（算出が難しい場合は上記に含め
てください。）

2人 2,000円 2ヶ月



（様式第２号別紙１）

賃金改善の内容（※）
Ⅰ　令和７年３月
31日時点の賃金
水準（月額）

Ⅱ　令和７年度
中の賃金改善額

（月額）

Ⅲ　令和７年度
中の賃金改善割

合

Ⅳ　本事業の支
給額を充てられ
る上限月額

Ⅴ　本事業の支給
額を充てる月額
（Ⅳの範囲内）

Ⅵ　本事業の支給額を充て
る期間

（最大：令和７年12月～令
和８年５月の６ヶ月）

Ⅶ　対象人数
（常勤換算数）

　令和７年度の対象職員の基本給の引き上
げ分について、令和７年３月31日時点の賃
金水準と比較して2.0％を上回って実施して
いる場合は、令和７年12月から令和８年５
月までの間の当該2.0％を上回る部分

210,000円 25,000円 11.9% 20,800円 20,800円 6ヶ月 15人 1,872,000円

　令和７年度の対象職員の毎月決まって支
払われる手当の引き上げ分について、令和
７年３月31日時点の賃金水準と比較して
2.0％を上回って実施している場合は、令和
７年12月から令和８年５月までの間の当該
2.0％を上回る部分

0円 0円 #DIV/0! #DIV/0! 0円 0ヶ月 0人 0円

（充てた場合のみ記載）
　上記の2.0％を上回る部分に伴う賞与、時
間外手当、法定福利費（事業主負担分を含
む。）等の増加分に用いた金額（算出が難し
い場合は上記に含めてください。）

0円

合計金額 1,872,000円

（※）計算方法は例えば下記の方法が考えられますが、対象とする賃金改善の内容や職員・職種の範囲は施設ごとに判断して計算いただくようお願いいたします。
例１：対象職員全体の賃金水準加重平均額をR7.3.31時点とR7.12.1以降とで比較し、R7.12月からR8.5月までの間の2.0％を上回る分に充てる。
例２：上記を職種別に比較し、2.0％を上回っている職種についてのみ、上回る分に充てる。
例３：対象職員ごとに比較し、2.0％を上回っている職員についてのみ、上回る分に充てる。

【2.0超部分に充てる場合の算定シート】
（注）本算定シートは実施要綱で定めている「令和７年度の対象職員のベースアップについて、令和７年３月31日時点の賃金水準と比較して
2.0％を上回って実施している場合は、令和７年12月から令和８年５月までの間の当該2.0％を上回る部分に本事業の支給額を充てることがで
きる。」という例外的な運用を行った場合のみ作成してください。

１名あたり平均額
（対象職員・対象職種・役職によって異なる場合は加重平均してください）

賃金改善の総額

⑷この列に入力する「令和７年度中の賃金改善額」は、今回の補助金を活用して

行った１月あたりの賃金改善の金額です。

基本給、手当のそれぞれで、「R7.3.31時点からの賃金改善の総額(R7.12～

R8.5）」÷「Ⅶ 対象人数」÷「６ヶ月」により算定してください。

計算にあたっては、小数点第一位で切り上げとします。

⑴「各月の期間中における対象職員数の延べ人数」÷「Ⅵ 本事

業の支給額を充てる期間」により算定します。

例：（４月の対象職員15名＋５月の対象職員15名）÷２ヶ月

⑻Ⅴ×Ⅵ×Ⅶ

【自動計算】四捨

五入等により本来

の賃金改善額とず

れる場合は手入力

も可。

⑶R7.3.31時点の各項目の月額を記載します。 「対象

職員全体の賃金（手当）の合計（R7.3.31時点）」÷

「Ⅶ 対象人数」

計算にあたっては、小数点第一位で切り上げとします。

⑹（Ⅱ÷Ⅰ-0.02）×Ⅰ【自動計算】

※例の場合、(25000÷210000-0.02）×210000

⑸（Ⅱ÷Ⅰ）×100 【自動計算】

例の場合は25000÷210000×100=11.9047≒11.9

⑵支給額を充てた期間を記載します。

※「令和７年度の対象職員のベースアップについて、令和７年３月31日時点の賃金水準と比較して2.0％を上回って実施

している場合は、令和７年12月から令和８年５月までの間の当該2.0％を上回る部分に本事業の支給額を充てることがで

きる。」という例外的な運用を行った場合のみ作成が必要となります

⑺「Ⅳ 本事業の支給額を充てられる上限月額」

の範囲内の金額を記載します。

⑼該当ある場合は金額を記載します。



（様式第２号別紙２）

施設数（自動計算）

交付決定を受けた施設名
（同一都道府県内の有床診・無床
診・訪看ＳＴ・薬局が記載可能）※病

院不可

交付決定額

6 ○○医院 150,000円
○○医院 150,000円
○○医院 150,000円
○○医院 150,000円
○○医院 150,000円
○○医院 150,000円

総額 900,000円

対象施設報告シート

（注）法人単位の報告の場合のみ記

載が必要となります。様式第２号の

作成を始める前にこちらを記載して

ください。


